
川口市営植物取引センター 

指定管理者募集要項
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指定管理者の募集について 

昭和４８年９月に開所した川口市営植物取引センターの管理運営を行う指定管理者を下記の要

領で募集します｡  

１ 対象施設 

（１）名 称  川口市営植物取引センター 

（２）所在地 川口市大字安行領家１１１０番地  

（３）利用時間 午前８時 30分から午後６時まで

（４）休所日 １月１日から同月３日及び１２月２９日から同月３１日 

（５）建物等の概要 

管理事務所（事務室等）：鉄骨造シート防水２階建 延床面積２９１．６０㎡ 

卸売事務所：鉄骨造シート防水２階建       延床面積２２９．３７㎡ 

屋内売場(現在、立入禁止)：鉄骨造シート防水平屋建 

        面積１，６８０．３０㎡ 

場外植木取引場：                               面積４，６９９．００㎡ 

日本庭園：                   面積１，６００．００㎡ 

車庫等：鉄骨造平屋建              面積１４２．６６㎡ 

駐車場：                    面積３，１７８．１０㎡ 

２ 募集の概要 

（１）指定期間  

令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで（５年間）  

ただし、管理を継続することが妥当でないと認める場合には、指定管理者の指定を取り

消す場合があります。（地方自治法第２４４条の２第１１項） 

（２）指定管理者の募集及び選定  

指定管理者の募集及び選定は「川口市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条

例」に基づいて公募を行い「川口市指定管理者候補者選定及び評価会議設置要綱」におい

て設置される「川口市経済部指定管理者候補者選定専門委員会」（以下「専門委員会」とい

う。）において、書類及びヒアリング等による審査を実施し、川口市営植物取引センターの
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設置目的を最も効果的に達成することができると認められる者を応募者の中から選定しま

す。  

選定後、指定管理者の指定は、川口市議会の議決を経て指定管理者として市長が指定し

ます。 

３ 施設の目的 

植木及び花きの生産及び流通の円滑化並びにこれらの取引の適正化を促進するとともに、植

木、苗木、鉢物、造園等の特産農業の振興を図ることを目的とする。 

４ 川口市営植物取引センターの管理運営に関する基本的な考え方 

管理運営にあたり､次に掲げる考え方に沿い行うこととします｡  

（１） 施設の適切かつ効率的な管理運営及び維持管理を行うこと。 

（２） 利用者の公平な利用を確保するため、利用者サービスの向上及び適正な利用に努めるこ

と。 

（３） 施設の設置目的を達成するために必要な事業を実施すること。 

（４） 管理運営及び維持管理等を行うにあたっては、関係法令等を順守すること。 

５ 指定管理者が行う業務の概要

指定管理者は、川口市営植物取引センター設置及び管理条例の規定に基づき、次の各号に掲

げる業務を行うものとする。 

（１） 施設及び設備の維持管理に関すること。 

ア 警備、清掃、各種設備等の保守点検に関すること。 

イ 施設の修繕（大規模修繕を除く。）に関すること。 

ウ 備品等の維持管理に関すること。 

エ 非常災害時等の対応に関すること。 

(２) 施設の利用及び許可に関すること。 

ア 施設の利用申込及び許可に関すること。 

   イ 施設の利用状況の管理に関すること。 

（３）事業の実施に関すること。 
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ア 植木、苗木、鉢物等の生産及び流通に関する情報の収集、分析及び提供に関するこ

と。 

イ アの目的を達成するために必要な事業に関すること。なお、当該事業の実施にあた

り、利用者から徴収した実費料金は、指定管理者の収入とする。 

 (４) 上記に掲げるもののほか、管理運営に関する業務で市長が特に認めるもの。 

６ 管理運営経費募集に関する事項  

川口市営植物取引センターの管理運営に要する経費として､選定された指定管理者と協議の 5

年総額 114,960,000 円を上限に支払います｡ただし、消費税等変更や経済社会環境の大きな変動

があった際は、その都度市と協議するものとします。  

７ 募集に関する事項 

（１） 募集要項の配布 

 令和７年７月２５日（金）から川口市農政課のホームページに掲載 

（２） 募集要項等に関する質問及び回答 

 令和７年７月２５日（金）～８月８日（金）の間、募集要項等に関する質問を受付けま 

す。質問書（様式８）を川口市農政課農政係までメールにて送信ください。いただいた質問 

への回答は、令和７年８月１５日（金）までに川口市経済部農政課のホームページ上にて掲 

載します。 

（３） 現地視察について 

応募にあたり、費用算出等のために現地視察が必要な場合、令和７年７月２５日（金）～ 

８月８日（金）の間、調整の上、随時対応いたします。川口市農政課農政係までご連絡くだ 

さい。 

（４）申請書類の提出について  

令和７年８月２５日（月）１０時００分までに､申請書等関係書類（デジタルデータ等を含 

む）を添え川口市農政課窓口までご持参ください｡ 

（５）応募後の辞退について 

応募後に辞退する場合には、辞退届（様式９）を川口市農政課農政係にご提出ください。 
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 （５）募集から業務開始までのスケジュール  

１ 募集要項等の配布（農政課 HP にて）  令和 ７年 ７月２５日(金)  

２ 募集要項等に関する質問の受付 
令和 ７年 ７月２５日(金)  

～８月８日(金)  

３ 募集要項等に関する現地視察対応 
令和 ７年 ７月２５日(金) 

～８月８日(金)まで随時 

４ 募集要項等に関する質問の回答  令和 ７年 ８月１５日(金)  

５ 指定申請書類の提出  
令和 ７年 ７月２５日（金) 

 ～８月２５日(月)  

６ 専門委員会による審査（プレゼンテーション） 令和 ７年 ９月 ４日(木)  

７ 指定管理者候補者選定及び評価会議による審査 令和 ７年１０月２７日(月) 

８ 選定結果通知 令和 ７年１１月頃 

９ 指定管理者の議決  令和 ７年１２月頃  

10 指定管理者の指定・協定の締結  令和 ８年 １月頃  

11 引継ぎ期間 令和 ８年 １月～３月 

12 選定結果の公表  令和 ８年 ３月頃  

13 指定管理業務開始  令和 ８年 ４月１日(水)  

８ 申し込み及び問い合わせ先 

川口市農政課農政係  

〒332-8601 川口市青木 2-1-1 市役所第一本庁舎 5階  

E-mail 100.04000@city.kawaguchi.saitama.jp  

電話 048-259-9020 FAX 048-258-1161   

時間 平日の午前 8時 30 分から午後 5時 15 分まで  
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９ 応募者の資格  

指定期間中、川口市営植物取引センターを管理運営する能力を有する法人その他の団体（以

下｢法人等｣という｡）で､川口市内に事務所や事業所を有する法人等とします｡  

※ただし、次に該当する法人等は､応募者となることはできないものとします｡  

（１） 民間事業者等又はその代表者が次の税等を滞納したもの。   

・ 本市の市税、所得税又は法人税 等    

・ 本市の水道料金及び下水道使用料  

・ 消費税及び地方消費税  

（２） 地方自治法施行令第１６７条の４の規定により、本市における入札参加を制限されて

いるもの。  

（３） 法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取消しを受けた日から起算して２年を

経過しない民間事業者等であるもの。ただし、その取消し等が民間事業者等の責めに

帰すべき事由の場合に限る。  

（４） 宗教活動又は政治活動を主たる目的としている民間事業者等であるもの。  

（５） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年５月１５日法律第７７

号）第２条第２項に掲げる暴力団（以下「暴力団」という。）及びそれらの利益となる

活動を行う民間事業者等であるもの。  

（６） 暴力団又は川口市暴力団排除条例第２条（平成２４年１０月１日条例第５２号）に掲

げる暴力団員等若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統

制下にある民間事業者等であるもの。  

（７） 会社更生法、民事再生法等に基づき更生又は再生手続きをしているもの。  

（８） 労働基準監督署から是正勧告を受け、必要な措置の実施について未報告であるもの。  

（９）その他市長が不適当と認めるもの。 
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１０ 申請書類  

（１） 申請書類 

 申請しようとするものは、次に掲げる書類もしくは、それに準ずる書類を書面を正１部、

副 10 部（副は複写化）及びデジタルデータと併せ提出するものとします。  

１ 指定管理者指定申請書（様式１）  

２ 事業計画書（様式２） 

３ 収支計画書（様式３） 

４ 財務の状況を示す書類（申請書を提出する日の属する事業年度の前事業年度のもの）  

①事業報告書 （令和４年度、令和５年度、令和６年度） 

②貸借対照表（令和４年度、令和５年度、令和６年度）  

③損益計算書またはそれに準ずる書類（令和４年度、令和５年度、令和６年度）  

④財産目録（直近のもの） 

⑤財務分析表（様式４）  

５ 団体及びその代表者に関する書類  

①定款又は寄附行為、規約、その他団体の目的、組織及び運営の方法を示す書類  

②法人の場合に限り登記事項証明書（申請日前３か月以内に発行のもの。写しでも可）  

③法人税、消費税及び地方消費税の納税証明書（直近のもの）  

（申請日前３か月以内に発行のもの。写しでも可）  

＊法人以外の団体にあっては、代表者の申告所得税と消費税（地方消費税を含む）の納

税証明書  

＊未納の税額がないことの証明を要件としており、納税額等の証明は必要ない。  

④市税等納付・納入状況調査同意書 （様式５） 

＊法人以外の団体にあっては、代表者の同意書  

⑤従業員の服務及び給与に関する規定を記載した書類  

⑥労働環境調書（様式６）  

⑦会計に関する規則や就業規則  

⑧前事業年度の監査に関する報告書  

⑨誓約書（様式７）  

(２) 申請書類の規格  

  １「指定申請書」「事業計画書」｢応募法人等の概要及び現状等｣「収支計画書」について 

は、Microsoft Word 及び Excel 等のデジタルデータ（CD-R）を併せて提出してくださ 

い。  

＊必要書類に不備がある場合は、受付けできない場合があります。  



- 7 -

２ 提出書類の紙質等について特に指定はありません。規格は出来合いのパンフレット等 

を除きＡ４版（縦型を原則）とし、Ａ４版以外の規格を使用した場合は、Ａ４版に折り 

込むものとします。使用文字は、ＭＳ明朝、又はＭＳゴシックを原則とします。  

提出書類の作成にあたっては、文書による表現を基本とし、文書を補足するための 

表・図等を用いることもできます。

１１ 業務上の注意事項  

指定管理者は、業務を行うにあたり、次に掲げる事項を遵守することとします。  

なお、詳細につきましては仕様書をご参照ください。  

（１）業務の遂行に関連する法令等  

（２）会計区分  

（３）租税公課  

（４）指定管理者募集要項、業務仕様書、協定書、川口市長の指示等  

（５）川口市の施策等への協力  

（６）市及び関係機関との連絡調整  

（７）業務の委託について  

（８）個人情報の保護について  

（９）情報公開について  

（１０）守秘義務について  

（１１）禁止事項について  

（１２）施設等の目的外利用について  

（１３）指定管理者の表示について  

（１４）管理運営規程について  

（１５）その他について  

１２ 応募における留意事項 

（１）申請１法人につき、事業計画書の提出は１組とし、複数の提案は認めません。  

（２）提出された書類は、明らかな誤りや軽微な修正を除き、その内容の変更は認めません

（３）申請書類に虚偽の記載をした場合や、募集要項に定める手続きを遵守しない場合は、失 

格とします。  

（４）募集要項等の公開日以降、現地説明会等、市が提供する機会を除き、選考委員、川口 

市職員その他本件関係者に対して、本件提案に関する（質疑を含む）接触を禁止しま 
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す。また、やむを得ない理由がある場合を除き、接触の事実が認められた場合には失格 

とします。  

（５）申請書類は、理由の如何を問わず返却不可とします。  

（６）申請に関して必要となる費用は申請者の負担とします。  

（７）提出された書類は、川口市情報公開条例（平成１２年９月２７日条例第４９号）の対 

象となり情報公開の請求により、公開されることがあります。  

（８）川口市が必要と認めるときには、追加書類の提出を求める場合があります。  

（９）申請書を提出した後に辞退する場合には、辞退届を提出してください。  

１３ 指定管理者の選定方法 

（１）指定管理者選定方針  

指定管理者の候補者の選定は提出された申請書に基づき、川口市公の施設の指定管理者の指

定の手続等に関する条例（平成１７年３月２５日条例第１１号）第４条に定める選定基準に照

らし、学識経験を有する者で構成する選定及び評価会議等において事前に意見を聴取した上で

総合的に審査し、川口緑化センターの設置目的を最も効果的に達成することができると認めら

れる者を応募者の中から選定します。  

（２）指定管理者候補者の選定方法  

選定にあたっては、「川口市指定管理者候補者選定及び評価会議」（以下「選定及び評価会

議」という。）及び専門委員会を設置し、指定管理者の候補者及び第二位の候補者等を選定し

ます。  

選定後、川口市指定管理者候補者選定及び評価会議の審査を経た後、川口市議会の議決を経

て、 指定管理者として市長が指定します。なお、指定管理者の候補者が協議により指定の合

意に達しなかった場合や、指定後に取り消しになった場合については、第二位順位者と協議を

行い、その後の議会での議決を経て指定することになります。  

また、申請者が１者であっても選定及び評価会議及び専門委員会で審査し、指定管理者の候

補者としての適否を判断し、委員合計総得点が６割以上に満たなかった際には再度公募を行い

ます。  

２者以上の総得点が同点となった場合、各項目別の得点順位によるポイント制（例：１位が 

 ３項目、２位が２項目など）とし、各項目別の平均点順位によるポイント制の総合的な判断で 

順位を決定します。 

なお、選定及び評価会議並びに専門委員会は非公開とします。  

（３）プレゼンテーションの時間等 
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プレゼンテーションは２５分以内とすること。質疑時間は、選考委員からの質問及びその

回答を含め １５ 分とし、１５分を超えた場合にはその質問の回答をもって終了とする。 

１４ 選定の基準と審査項目 

川口市営植物取引センターの目的・役割等を十分に理解し､川口の伝統産業である植木及び

花きの生産及び流通の円滑化並びにこれらの取引の適正化を促進するとともに、植木・苗木・

鉢物、造園等の特産農業の振興を図るための施設として適切に運営されるか。また、川口市営

植物取引センター運営における運営理念･方針､運営法人等の経営､財産管理､事業実績等につい

て、総合的な観点から審査を行う｡ 

（１）審査基準 

１ 公の施設を利用しようとするものの平等な利用が確保されるものであるか 

２ 事業計画の内容が、公の施設の効用を最大限に発揮されるものであるか 

３ 事業計画の内容に沿った管理を安定して行う人的及び物的な能力を有する 

ものであるか 

 ４ 収支計画の内容が、公の施設の管理経費の削減が図られるものであるか 

 ５ 事業その他 

 ６ 提案金額、財務状況 

（２）審査項目及び配点  

    評価項目は 1項目 5点満点とし、合計 80点満点とする。  

    １ 基本方針（配点 5点） 

      ①管理運営方針は公の施設として適切であるか 

２ 公の施設を利用しようとするものの平等な利用が確保されるものであるか 

（配点 5点）  

①施設の利用者の公平性が確保されているか  

３ 公の施設の効用を最大限に発揮されるものであるか（配点 20点）   

①施設の設置目的を的確に把握しているか 

②施設の利用促進が図れる提案であるか 

③利用者に対するサービス向上への提案は効果的であるか  

④市民・関係団体・周辺施設等との連携は効果的であるか

４ 公の施設の管理を安定して行う人的及び物的な能力を有するものであるか 

(配点 25点)  

①これまでの業務実績は豊富か 

②人員配置計画は適切であるか 
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③職員研修計画は適切であるか 

④危機管理対応は適切であるか 

⑤個人情報保護や情報公開の取扱いは適切であるか 

５ 管理経費の削減が図られるものであること （配点 5点）  

①管理経費の縮減を図るための取り組みは効果的であるか  

６ 事業その他（配点 10 点）  

①緑化関連事業への取り組みは効果的であるか  

②自主事業への取り組みは効果的なものであるか 

７ 応募法人等の提案金額、財務状況（配点 10 点） 

① 応募法人等の提案金額は妥当か 

② 応募法人等の財務状況は良好か 

１５ 指定管理者に係る手続等 

（１）協定の締結  

     市長は、議会の議決後、指定期間に関する事項、市が支払うべき管理に要する費用に関す 

る事項、公の施設の利用者等に係る個人情報の保護に関する事項、業務の範囲に関する事

項、管理の基準に関する事項等について協定を締結します。  

  （２）事務の引継ぎ  

     指定管理期間開始後、円滑かつ支障なく指定管理業務が実施できるよう、前管理者と業務 

引継ぎを令和８年３月３１日までに行っていただきます。  

なお、業務引継ぎに要した費用は、全て指定管理者とし現指定管理法人等の負担となりま 

す。 

１６ その他 

  ・この要綱にない事項については、市との協議によるものとします。 


